
「
川
重
全
体
で
３
・
８
％
な
の
に
８
％
な
ん
て
無
茶
や
。
そ
れ
な
ら
車
両
や
単
車
も

ア
カ
ン
と
い
う
こ
と
に
な
る
」
（
労
働
者
） 

８
％
が
駄
目
な
ら
撤
退
と
い
う
の
で
は
、
雇
用
や
地
域
経
済
等
を
守
る
と
い
う
大
企

業
の
社
会
的
責
任
を
ま
っ
た
く
放
棄
す
る
も

の
で
す
。
し
か
も
、
神
戸
の
シ
ン
ボ
ル
で
も
あ

る
商
船
建
造
を
や
め
、
神
戸
工
場
を
国
民
の

血
税
を
使
う
潜
水
艦
建
造
に
特
化
さ
せ
る
な

ど
は
、と
て
も
住
民
の
理
解
が
得
ら
れ
な
い
で

し
ょ
う
。
さ
ら
に
、
１
０
０
人
規
模
の
移
動
は

心
配
し
て
い
な
い
に
至
っ
て
は
、労
働
者
を
モ

ノ
扱
い
す
る
も
の
で
、尊
い
命
を
あ
ず
か
る
経

営
者
の
態
度
と
は
言
え
ま
せ
ん
。 

日
本
造
船
工
業
会
会
長
に
就
任
し
た
川

重
・
村
山
会
長
が
、
「
中
長
期
的
に
は
、
世
界

経
済
の
成
長
に
よ
る
海
上
荷
動
量
の
増
加
…

市
況
も
好
転
」
す
る
と
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、

造
船
産
業
は
未
来
あ
る
成
長
産
業
で
す
。 

１
２
０
年
、
労
働
者
・
地
域
等
が
守
り
育

て
た
造
船
の
灯
を
決
し
て
絶
や
し
て
は
な
り

ま
せ
ん
。 

川崎重工・船舶海洋事業の「継続性」問題 

経営者は、投資家の利益第一より、 
労働者の生活・地域経済・技術継承を第一に！ 

川
重
は
、
昨
年
９
月
末
、
船
舶
海
洋
事
業
の
業
績
悪
化
を
理
由
に
、
「
事
業

の
継
続
性
を
含
め
」
検
討
し
、
今
年
３
月
末
ま
で
に
結
論
を
出
し
実
行
す
る
と

発
表
し
ま
し
た
。
そ
の
後
、
労
組
や
下
請
け
企
業
等
に
何
ら
説
明
す
る
こ
と
な

く
、
金
花
社
長
が
神
戸
新
聞
（
１
月
12
日
付
）
に
、
造
船
事
業
の
撤
退
ラ
イ
ン

は
投
下
資
本
利
益
率
８
％
な
ど
と
語
り
ま
し
た
。 

投下資本利益率（ＲＯＩＣ）＝利益／投下資本 

投
下
資
本
利
益
率
８
％
「
そ
れ
以
下
で
は
投
資
家
が
株
を
持
つ
意
味
が
な
い
」

「
８
％
を
超
え
た
水
準
か
ら
投
資
家
へ
の
利
益
が
生
ま
れ
る
。経
営
者
と
し
て
は

譲
れ
な
い
一
線
だ
」
（
金
花
社
長
発
言
） 

「
今
は
得
意
の
液
化
天
然
ガ
ス
（
Ｌ
Ｎ
Ｇ
）
船
で
も
不
振
が
目
立
つ
。
８
％
が
駄

目
な
ら
、
『
も
う
や
め
や
』
と
な
る
か
も
し
れ
な
い
」
「
効
率
を
考
え
る
と
、
潜

水
艦
以
外
を
坂
出
工
場
に
集
め
る
の
が
自
然
だ
・
・
過
去
に
は
１
０
０
人
規
模
で

部
門
間
を
移
っ
て
お
り
、
人
と
用
地
に
心
配
は
し
て
い
な
い
」（
金
花
社
長
発
言
） 

「
投
資
家
の
利
益
に
な
ら
ん
と
働
く
意
味
が
な
い
の
か
！
」
（
労
働
者
） 

国
土
交
通
省
内
に
設
置
さ
れ
た
「
交
通
政
策
審
議
会
」
の
答
申
（
平
成
28
年
６
月

３
日
）
に
は
、
「
世
界
の
現
存
船
の
約
３
割
は
日
本
製
で
あ
り
、
安
全
で
高
性
能
・
高

品
質
な
船
舶
を
提
供
す
る
こ
と
に
よ
り
、
海
上
輸
送
の
効
率
化
、
安
全
性
向
上
、
環
境

負
荷
低
減
に
貢
献
し
て
き
た
」
と
述
べ
ら
れ
て
い
ま
す
。 

造
船
労
働
者
は
、
投
資
家
の
利
益
の
た
め
に
働
い
て
い
る
の
で
は
な
く
、
優
れ
た
海

上
輸
送
手
段
を
世
界
に
提
供
す
る
た
め
に
働
い
て
い
ま
す
。
こ
れ
こ
そ
、
も
の
づ
く
り

の
経
営
者
と
し
て
は
譲
っ
て
は
な
ら
な
い
一
線
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。 

経
営
者
は
、
造
船
労
働
者
が
果
た
し
て
き
た
世
界
の
海
上
輸
送
へ
の

貢
献
に
誇
り
持
て
！ 

雇
用
や
地
域
経
済
等
を
守
る
の
が
大
企
業
の
社
会
的
責
任 

１
２
０
年
の
歴
史
の
あ
る
造
船
の
灯
を
消
し
て
は
な
ら
な
い
！ 

２０１７年２月 号外 はぐるま 
困ったときはお気軽にご相談ください 
職場の出来事もお寄せください 
TEL：078-341-3235 FAX：078-341-3236 
E-mail：spum69u9@pony.ocn.ne.jp 
ホームページ http：//www.jcp-kawajyu.jp/ 

日本共産党 
川崎重工委員会 
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「神戸の造船を残そう」連絡会 山本恒男 

 

川崎重工業の商船建造継続を求める要請書 
 

川崎重工業は、昨年9月30日に、船舶海洋事業の大幅な業績悪化を理由に、「事業構造を抜本的に見直すため、社長をトップ
とした構造改革会議を早急に設置し、事業の継続性を含め今後の方針を検討します。今年度末を目途に結論を得たうえ公表
し、実行に移します」と、造船業の撤退もあり得るような内容を発表しました。 
その後、金花社長は、マスコミ等に造船事業の撤退ラインは投下資本利益率８％（1/12付神戸新聞）と、なにより投資家の

利益を優先することを語っています。 
 
川崎重工業の船舶部門は、国内に神戸市と香川県坂出市に2つの造船工場を有し、神戸工場では商船と潜水艦、坂出工場では

商船を建造しています。そこでは、多くの従業員や派遣・請負の労働者が働いています。また、造船業は、あらゆる業種と技
術力の労働集約型産業であり、とくに商船建造は関連する中小零細企業のすそ野が極めて広いものとなっています。 

 
仮に、川崎重工業が短期の業績悪化を理由に、商船建造からの撤退あるいは神戸工場での商船建造を中止するとなれば、三

菱重工神戸造船所が商船建造から撤退（2012年）したときのように、造船に関わる労
働者だけでなく、関連する中小零細企業や地域経済などに深刻な影響を与えることに
なります。 
 
日本造船工業会会長に就任した村山会長(前川重社長)は、「中長期的には、世界経済の
成長による海上荷動量の増加…市況も好転」すると述べています。川崎重工業の造船
業についても、好不況の波を受けながら、120年にわたって中小零細企業や地域などに
支えられ成長・拡大してきました。そして、中長期的には未来ある成長産業と言えま
す。 
 
川崎重工業は、大企業としての雇用と地域経済への社会的責任を持っています。川崎
重工業が今後の方針を決定する前に、商船建造の継続を強く求めるよう要請します。 

以上 

２月２日、兵庫県庁にて、申し入れをする
「神戸の造船を残そう」連絡会と日本共産
党の平松衆院兵庫２区候補、喜田・庄本両
県議、日本共産党川崎重工委員会の人たち 

 


